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国

税

不

服

審

判

所

が

６

月

に

公

表

し

た

令

和

６

年

�

～

�

月

の

裁

決

事

例

で

は

、

裁

決

の

詳

細

が

示

さ

れ

る

公

表

裁

決

で

は

な

く

、

裁

決

要

旨

の

み

が

示

さ

れ

る

、

い

わ

ゆ

る

非

公

開

裁

決

と

し

て

新

型

コ

ロ

ナ

ウ

イ

ル

ス

に

関

連

す

る

事

例

が

多

数

掲

載

さ

れ

た

。

新

型

コ

ロ

ナ

の

感

染

症

法

上

の

位

置

付

け

が

５

類

に

移

行

さ

れ

た

５

年

５

月

８

日

以

降

の

事

例

で

、

請

求

人

が

そ

の

従

業

員

や

税

理

士

が

コ

ロ

ナ

に

感

染

し

た

こ

と

な

ど

を

理

由

に

、

申

告

期

限

ま

で

に

申

告

が

な

か

っ

た

こ

と

に

つ

き

「

災

害

そ

の

他

や

む

を

得

な

い

理

由

」

が

あ

っ

た

と

主

張

す

る

も

の

や

２

事

業

年

度

連

続

し

て

法

定

申

告

期

限

ま

で

に

申

告

書

の

提

出

が

で

き

ず

に

青

色

申

告

の

承

認

の

取

消

処

分

を

受

け

た

こ

と

に

つ

き

、

「

特

別

な

事

情

」

が

あ

っ

た

な

ど

と

主

張

す

る

も

の

が

あ

り

、

そ

の

す

べ

て

で

審

査

請

求

が

棄

却

さ

れ

て

い

る

。

　

経

済

産

業

省

は

�

日

、

「

ス

ピ

ン

オ

フ

」

の

活

用

に

関

す

る

手

引

を

改

訂

し

た

。

改

訂

さ

れ

た

の

は

制

度

編

と

参

考

事

例

編

。

令

和

７

年

度

税

制

改

正

に

お

い

て

、

グ

ル

ー

プ

通

算

制

度

適

用

会

社

に

よ

る

ス

ピ

ン

オ

フ

の

際

の

分

割

法

人

ま

た

は

現

物

分

配

法

人

の

株

式

の

帳

簿

価

額

の

計

算

方

法

が

見

直

さ

れ

た

こ

と

、

東

京

証

券

取

引

所

に

よ

る

、

ス

ピ

ン

オ

フ

時

に

お

け

る

新

規

上

場

日

の

見

直

し

に

係

る

有

価

証

券

上

場

規

程

等

が

一

部

改

正

さ

れ

た

こ

と

な

ど

に

伴

い

内

容

が

更

新

さ

れ

て

い

る

。

　

主

な

改

訂

箇

所

は

、

①

税

制

適

格

ス

ピ

ン

オ

フ

時

の

株

式

取

得

価

額

の

計

算

に

関

連

す

る

７

年

度

税

制

改

正

に

つ

い

て

追

加

な

ら

び

に

更

新

（

Ｑ

�

、

Ｑ

�

）

、

②

東

京

証

券

取

引

所

に

よ

る

、

ス

ピ

ン

オ

フ

時

に

お

け

る

新

規

上

場

日

の

見

直

し

に

係

る

有

価

証

券

上

場

規

程

等

の

一

部

改

正

に

つ

い

て

更

新

（

Ｑ

�

）

、

③

６

年

ま

で

事

業

再

編

計

画

に

関

す

る

Ｆ

Ａ

Ｑ

に

記

載

し

て

い

た

一

部

内

容

の

移

行

（

Ｑ

�

～

Ｑ

�

）

な

ど

と

な

っ

て

い

る

。

　

７

月

�

日

投

開

票

の

参

院

選

は

、

自

民

、

公

明

の

与

党

が

議

席

を

大

き

く

減

ら

し

、

非

改

選

を

含

め

過

半

数

を

割

り

込

ん

だ

。

こ

れ

に

よ

り

、

与

党

は

衆

院

に

続

き

、

参

院

で

も

議

席

が

過

半

数

を

下

回

る

少

数

与

党

に

転

落

し

た

。

自

民

党

総

裁

の

石

破

茂

首

相

は

�

日

に

開

い

た

会

見

で

「

国

政

に

停

滞

を

招

か

な

い

」

こ

と

を

理

由

に

続

投

の

意

向

を

表

明

し

た

が

、

自

民

党

内

で

参

院

選

の

責

任

を

問

う

声

が

上

が

っ

て

お

り

、

政

局

は

流

動

的

に

な

っ

て

い

る

。

こ

の

ま

ま

現

政

権

が

続

く

こ

と

に

な

っ

て

も

、

取

り

巻

く

環

境

は

一

段

と

厳

し

さ

を

増

し

、

野

党

に

対

し

て

こ

れ

ま

で

以

上

の

譲

歩

を

し

な

け

れ

ば

法

案

等

を

成

立

さ

せ

る

こ

と

が

難

し

く

な

っ

た

。

　

も

と

も

と

、

与

党

は

衆

院

の

議

席

が

過

半

数

割

れ

し

て

い

た

の

で

、

与

党

の

み

の

力

で

法

案

等

を

成

立

さ

せ

る

こ

と

は

で

き

ず

、

一

部

の

野

党

の

協

力

が

不

可

欠

と

な

っ

て

い

た

。

新

た

に

参

院

で

も

過

半

数

割

れ

し

た

が

、

法

案

等

の

成

立

に

一

部

野

党

の

協

力

が

不

可

欠

な

点

は

従

来

と

変

わ

ら

な

い

。

異

な

る

の

は

、

衆

参

両

院

で

協

力

を

得

る

こ

と

が

不

可

欠

と

な

り

、

こ

れ

ま

で

よ

り

も

野

党

の

意

見

を

多

く

受

け

入

れ

ざ

る

を

得

な

く

な

っ

た

と

考

え

ら

れ

る

こ

と

だ

。

　

税

制

で

み

る

と

、

自

民

、

公

明

以

外

の

多

く

の

政

党

が

消

費

税

の

税

率

引

下

げ

や

廃

止

を

訴

え

て

参

院

選

を

戦

っ

た

。

今

後

、

提

出

が

予

定

さ

れ

る

令

和

７

年

度

補

正

予

算

案

や

年

明

け

の

通

常

国

会

に

提

出

す

る

８

年

度

予

算

案

、

税

制

改

正

法

案

等

に

一

部

野

党

が

協

力

す

る

条

件

と

し

て

消

費

税

率

の

引

下

げ

等

を

迫

る

こ

と

も

想

定

さ

れ

る

。

　

�

日

の

会

見

で

石

破

首

相

は

消

費

税

率

の

引

下

げ

等

に

つ

い

て

「

皆

に

都

合

の

良

い

話

は

な

い

。

消

費

税

が

減

税

に

な

れ

ば

確

か

に

所

得

は

上

が

る

が

、

高

齢

化

、

介

護

、

少

子

化

、

何

よ

り

大

切

な

国

民

皆

保

険

を

ど

う

す

る

か

と

い

う

話

は

選

挙

で

は

十

分

に

行

わ

れ

て

い

な

い

の

で

、

そ

の

点

の

認

識

の

一

致

を

図

る

こ

と

は

政

治

の

責

務

だ

」

な

ど

と

述

べ

た

。

　

ま

た

、

い

わ

ゆ

る

ガ

ソ

リ

ン

の

暫

定

税

率

（

１

㍑

当

た

り

�

・

１

円

）

に

つ

い

て

、

立

憲

民

主

党

、

日

本

維

新

の

会

、

国

民

民

主

党

、

共

産

党

、

参

政

党

、

日

本

保

守

党

、

社

民

党

の

野

党

７

党

は

先

の

通

常

国

会

に

共

同

で

廃

止

す

る

法

案

を

提

出

し

て

お

り

（

法

案

は

審

議

未

了

で

廃

案

に

）

、

与

党

が

ど

の

政

党

に

協

力

を

仰

ぐ

と

し

て

も

、

暫

定

税

率

は

早

期

廃

止

を

求

め

ら

れ

る

こ

と

に

な

り

そ

う

だ

。

　

棄

却

さ

れ

た

事

案

の

一

つ

で

は

、

税

務

代

理

人

が

法

定

申

告

期

限

の

一

週

間

前

に

新

型

コ

ロ

ナ

を

発

症

し

、

深

刻

な

症

状

を

呈

し

て

い

た

こ

と

な

ど

を

理

由

に

、

申

告

期

限

内

の

申

告

書

提

出

が

不

可

能

に

な

っ

た

な

ど

と

し

、

請

求

人

が

国

税

通

則

法

�

条

《

災

害

に

よ

る

期

限

の

延

長

》

の

規

定

に

基

づ

く

期

限

延

長

の

申

請

に

つ

い

て

、

同

条

に

規

定

す

る

「

災

害

そ

の

他

や

む

を

得

な

い

理

由

」

が

認

め

ら

れ

る

と

主

張

し

た

。

た

だ

、

税

務

代

理

人

が

申

告

期

限

ま

で

入

院

を

し

て

い

た

、

あ

る

い

は

医

師

か

ら

絶

対

安

静

等

の

行

動

制

限

の

指

示

が

あ

っ

た

な

ど

の

事

実

は

な

く

、

申

告

期

限

内

に

同

申

請

を

税

務

代

理

人

が

行

っ

て

い

た

こ

と

を

踏

ま

え

る

と

、

税

務

代

理

人

が

申

告

期

限

内

に

申

告

等

の

手

続

を

行

う

こ

と

が

物

理

的

に

不

可

能

で

あ

っ

た

と

は

い

え

な

い

な

ど

と

し

て

、

「

や

む

を

得

な

い

理

由

」

を

認

め

な

か

っ

た

。

　

ま

た

、

２

事

業

年

度

連

続

し

て

法

定

申

告

期

限

ま

で

に

青

色

申

告

書

の

提

出

が

で

き

な

か

っ

た

こ

と

に

つ

い

て

、

税

理

士

法

人

が

新

型

コ

ロ

ナ

の

影

響

で

申

告

書

の

作

成

が

で

き

な

か

っ

た

な

ど

と

し

、

こ

の

こ

と

が

国

税

庁

長

官

発

遣

の

「

法

人

の

青

色

申

告

の

承

認

取

消

し

に

つ

い

て

（

事

務

運

営

指

針

）

」

の

５

に

定

め

る

「

特

別

な

事

情

」

に

当

た

る

と

請

求

人

が

主

張

。

青

色

申

告

の

承

認

取

消

処

分

を

違

法

な

ど

と

し

て

い

た

事

案

で

は

、

申

告

期

限

ま

で

に

申

告

書

の

提

出

が

で

き

な

か

っ

た

の

は

税

理

士

法

人

の

人

手

不

足

が

原

因

な

ど

と

指

摘

し

、

特

別

な

事

情

を

認

め

な

か

っ

た

。

　

な

お

、

請

求

人

が

新

型

コ

ロ

ナ

の

影

響

を

理

由

と

し

た

期

限

延

長

申

請

が

５

年

７

月

８

日

（

５

類

移

行

後

の

２

か

月

後

）

前

後

で

取

扱

い

が

異

な

る

の

は

、

「

同

様

の

状

況

に

あ

る

も

の

は

同

様

に

課

税

さ

れ

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

」

と

す

る

租

税

公

平

主

義

な

ど

に

反

し

て

違

法

だ

な

ど

と

主

張

し

た

事

案

で

は

、

同

日

前

後

で

「

同

様

な

状

況

に

あ

る

」

と

は

認

め

ら

れ

な

い

と

し

て

請

求

人

の

主

張

が

退

け

ら

れ

て

い

る

。

令

和

　

年

　

月

　

日
７ ７ �

第３６６０号
（昭和�年�月�日第３種郵便物認可）�税のしるべ　　２０２５年



　

大

阪

・

関

西

万

博

に

行

っ

て

き

た

。

日

本

の

花

火

技

術

を

発

信

す

る

イ

ベ

ン

ト

の

一

環

と

し

て

秋

田

県

の

「

大

曲

の

花

火

」

が

打

ち

上

げ

ら

れ

た

こ

と

も

あ

り

、

過

去

最

多

の

来

場

者

が

集

ま

っ

た

。

事

前

に

混

雑

が

ひ

ど

い

こ

と

は

覚

悟

し

て

い

た

も

の

の

、

想

像

を

超

え

る

混

雑

状

況

だ

っ

た

★

し

か

し

、

大

屋

根

リ

ン

グ

の

下

は

、

こ

の

猛

暑

で

も

日

影

と

適

度

な

休

憩

ス

ペ

ー

ス

を

提

供

し

て

く

れ

快

適

だ

っ

た

。

残

念

な

が

ら

、

事

前

の

パ

ビ

リ

オ

ン

予

約

は

取

れ

な

か

っ

た

も

の

の

、

各

国

の

ブ

ー

ス

等

に

設

置

さ

れ

て

い

る

ス

タ

ン

プ

ラ

リ

ー

に

参

加

。

現

地

の

方

と

コ

ミ

ュ

ニ

ケ

ー

シ

ョ

ン

を

取

る

だ

け

で

も

楽

し

め

た

★

当

日

は

大

阪

国

税

局

主

催

に

よ

る

関

西

産

酒

類

や

「

伝

統

的

酒

造

り

」

を

Ｐ

Ｒ

す

る

セ

ミ

ナ

ー

や

試

飲

イ

ベ

ン

ト

も

行

わ

れ

て

お

り

好

評

だ

っ

た

。

同

様

の

イ

ベ

ン

ト

が

今

後

も

企

画

さ

れ

て

い

る

の

で

興

味

が

あ

る

方

は

参

加

し

て

み

て

は

。

（

Ｍ

）

相続税の延納・物納処理状況等
（単位：件、億円）

区分 年度 申請

処理

処理

未済

許可 取下げ等 却下 小計

延

納

件数

Ｒ５ １，１４９ ８６４ ３１６ ２１１，２０１ ２７３

Ｒ６ １，１９７ ８３２ ２５１ １６１，０９９ ３７１

金額

Ｒ５ ５３３ ３９３ １６０ ４ ５５７ １４０

Ｒ６ ５７３ ３４７ １２１ ４ ４７２ ２４２

物

納

件数

Ｒ５ ２３ １６ ５ ４ ２５ １５

Ｒ６ ５０ ３１ ２ ３ ３６ ２９

金額

Ｒ５ ５３ ２５ ２７ １ ５４ ７

Ｒ６ ８９ ４５ １ １ ４６ ４９

　

令

和

７

年

度

税

制

改

正

で

は

、

退

職

手

当

等

の

支

払

者

に

、

現

行

は

退

職

手

当

等

の

支

払

を

す

る

法

人

の

役

員

で

あ

る

居

住

者

に

係

る

も

の

の

み

退

職

所

得

の

源

泉

徴

収

票

を

税

務

署

に

提

出

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

と

し

て

い

る

点

を

改

め

、

退

職

手

当

等

の

支

払

を

受

け

る

す

べ

て

の

居

住

者

に

係

る

同

源

泉

徴

収

票

を

提

出

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

こ

と

と

し

た

。

８

年

１

月

１

日

以

後

に

提

出

す

べ

き

同

源

泉

徴

収

票

に

つ

い

て

適

用

す

る

。

本

改

正

に

至

っ

た

背

景

つ

い

て

、

９

日

に

財

務

省

の

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

に

掲

載

さ

れ

た

「

令

和

７

年

度

税

制

改

正

の

解

説

」

で

は

、

生

涯

に

複

数

の

退

職

手

当

等

を

受

給

す

る

者

が

増

え

て

い

る

こ

と

と

と

も

に

、

会

計

検

査

院

が

４

年

度

決

算

検

査

報

告

で

国

税

庁

に

行

っ

た

指

摘

を

挙

げ

て

い

る

。

　

国

税

庁

は

こ

の

ほ

ど

、

令

和

６

年

度

相

続

税

の

「

延

納

処

理

状

況

等

」

お

よ

び

「

物

納

処

理

状

況

等

」

を

公

表

し

た

（

表

参

照

）

。

　

国

税

は

、

金

銭

で

一

時

に

納

付

す

る

こ

と

が

原

則

だ

が

、

申

告

又

は

更

正

・

決

定

に

よ

り

納

付

す

る

こ

と

に

な

っ

た

相

続

税

額

（

贈

与

税

額

）

が

�

万

円

を

超

え

、

納

期

限

ま

で

に

又

は

納

付

す

べ

き

日

に

金

銭

で

納

付

す

る

こ

と

を

困

難

と

す

る

事

由

が

あ

る

場

合

に

は

、

そ

の

納

付

を

困

難

と

す

る

金

額

を

限

度

と

し

て

、

申

請

書

を

提

出

の

上

、

担

保

を

提

供

す

る

こ

と

に

よ

り

、

年

賦

で

納

め

る

「

延

納

」

が

で

き

る

。

　

ま

た

、

延

納

に

よ

っ

て

も

金

銭

で

納

付

す

る

こ

と

を

困

難

と

す

る

事

由

が

あ

る

場

合

に

は

、

一

定

の

相

続

財

産

で

相

続

税

を

納

付

す

る

「

物

納

」

が

認

め

ら

れ

て

い

る

。

　

６

年

度

の

延

納

申

請

件

数

は

、

前

年

度

比

４

・

１

％

増

の

１

１

９

７

件

で

、

そ

の

金

額

は

同

７

・

５

％

増

の

５

７

３

億

円

と

い

ず

れ

も

増

加

し

た

。

　

他

方

、

物

納

申

請

件

数

は

、

前

年

度

の

２

・

２

倍

の

�

件

で

、

金

額

も

同

�

・

９

％

増

と

大

幅

に

増

加

。

相

続

税

は

、

納

税

者

事

情

に

よ

る

個

別

性

が

強

い

た

め

特

に

増

加

要

因

は

な

い

が

、

５

年

分

の

相

続

税

申

告

事

績

で

は

、

相

続

税

額

の

あ

る

申

告

書

を

提

出

し

た

被

相

続

人

数

が

過

去

最

多

だ

っ

た

こ

と

な

ど

に

よ

る

影

響

も

あ

る

よ

う

だ

。

　

ま

た

、

処

理

件

数

は

、

同

�

・

０

％

増

の

�

件

と

増

加

し

た

が

、

そ

の

金

額

は

同

�

・

８

％

減

の

�

億

円

と

減

少

。

処

理

未

済

は

、

同

�

・

３

％

増

の

�

件

で

、

そ

の

金

額

は

同

７

倍

の

�

億

円

と

大

幅

に

増

加

し

た

。

　

な

お

、

７

年

度

税

制

改

正

で

、

相

続

税

の

物

納

制

度

に

お

け

る

物

納

許

可

限

度

額

等

に

つ

い

て

、

物

納

許

可

限

度

額

の

計

算

の

基

礎

と

な

る

延

納

年

数

は

納

期

限

等

に

お

け

る

申

請

者

の

平

均

余

命

の

年

数

を

上

限

と

す

る

等

の

見

直

し

が

さ

れ

た

（

６

月

�

日

号

２

面

参

照

）

。

こ

れ

に

よ

り

、

申

請

者

の

平

均

余

命

が

、

現

行

の

物

納

許

可

限

度

額

を

求

め

る

際

の

最

長

延

納

年

数

を

下

回

る

場

合

は

、

物

納

許

可

限

度

額

が

増

え

る

こ

と

に

な

る

。

　

適

用

開

始

時

期

に

つ

い

て

は

、

相

続

税

は

７

年

４

月

１

日

以

後

相

続

開

始

に

係

る

延

納

申

請

及

び

物

納

申

請

か

ら

適

用

、

贈

与

税

は

７

年

６

月

�

日

以

後

に

申

請

期

限

が

到

来

す

る

延

納

申

請

書

か

ら

適

用

と

な

っ

て

い

る

。

　

同

検

査

報

告

で

検

査

院

は

、

退

職

手

当

等

の

支

払

を

受

け

た

居

住

者

が

所

得

税

の

確

定

申

告

を

行

う

場

合

に

退

職

所

得

の

金

額

を

加

算

し

た

合

計

所

得

金

額

に

応

じ

て

基

礎

控

除

等

が

適

正

に

適

用

さ

れ

て

い

る

か

に

つ

い

て

指

摘

し

た

。

　

指

摘

の

中

身

は

こ

う

だ

。

所

得

税

の

基

礎

控

除

や

配

偶

者

控

除

・

配

偶

者

特

別

控

除

、

住

宅

ロ

ー

ン

控

除

は

適

用

要

件

と

し

て

合

計

所

得

金

額

が

一

定

額

以

下

で

あ

る

こ

と

を

そ

れ

ぞ

れ

求

め

て

い

る

。

例

え

ば

、

所

得

税

の

基

礎

控

除

は

合

計

所

得

金

額

が

２

３

５

０

万

円

超

か

ら

逓

減

し

、

２

５

０

０

万

円

超

で

ゼ

ロ

と

な

る

仕

組

み

に

な

っ

て

い

る

（

７

年

度

改

正

の

内

容

を

反

映

）

。

そ

し

て

、

こ

の

合

計

所

得

金

額

は

総

所

得

金

額

に

退

職

所

得

の

金

額

等

を

加

算

し

た

金

額

と

な

る

。

　

し

か

し

、

検

査

院

が

所

得

税

申

告

書

デ

ー

タ

と

源

泉

徴

収

票

デ

ー

タ

を

突

合

し

た

と

こ

ろ

、

所

得

税

申

告

書

に

退

職

所

得

の

金

額

を

含

め

ず

に

確

定

申

告

を

し

て

い

た

役

員

等

が

多

数

見

受

け

ら

れ

た

。

試

算

し

た

退

職

所

得

の

金

額

を

加

算

し

た

合

計

所

得

金

額

に

応

じ

て

基

礎

控

除

等

が

適

正

に

適

用

さ

れ

て

い

る

か

を

確

認

し

た

と

こ

ろ

、

適

用

要

件

を

満

た

さ

な

い

に

も

か

か

わ

ら

ず

、

基

礎

控

除

等

の

額

を

計

上

す

る

な

ど

し

て

い

た

ケ

ー

ス

も

相

当

数

見

つ

か

っ

た

。

　

こ

れ

を

受

け

て

、

検

査

院

は

、

退

職

所

得

が

あ

る

年

分

の

確

定

申

告

を

行

う

場

合

は

所

得

税

申

告

書

に

退

職

所

得

の

金

額

を

含

め

て

申

告

す

る

必

要

が

あ

る

こ

と

の

周

知

な

ど

が

不

十

分

だ

と

指

摘

。

国

税

庁

も

改

善

策

を

講

じ

た

。

　

７

年

度

税

制

改

正

の

解

説

で

は

、

こ

う

し

た

状

況

を

踏

ま

え

て

、

税

務

当

局

の

適

正

執

行

の

確

保

な

ど

の

観

点

か

ら

、

法

人

の

役

員

以

外

の

居

住

者

に

対

し

て

支

払

う

退

職

手

当

等

に

係

る

退

職

所

得

の

源

泉

徴

収

票

に

つ

い

て

も

、

税

務

署

に

提

出

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

こ

と

と

し

た

と

し

て

い

る

。

　

ま

た

、

７

年

度

改

正

で

は

退

職

所

得

の

源

泉

徴

収

票

の

様

式

と

備

考

欄

の

見

直

し

が

行

わ

れ

て

お

り

、

支

払

わ

れ

た

退

職

手

当

等

が

①

退

職

一

時

金

等

に

該

当

す

る

場

合

、

②

老

齢

一

時

金

に

該

当

す

る

場

合

、

③

特

定

譲

渡

制

限

付

株

式

又

は

承

継

譲

渡

制

限

付

株

式

の

譲

渡

に

つ

い

て

の

制

限

が

解

除

さ

れ

た

こ

と

に

よ

り

受

け

た

経

済

的

利

益

に

該

当

す

る

場

合

、

④

発

行

法

人

か

ら

与

え

ら

れ

た

有

利

な

条

件

等

に

よ

り

発

行

さ

れ

た

新

株

予

権

等

の

行

使

に

よ

り

取

得

し

た

株

式

の

取

得

に

係

る

経

済

的

利

益

に

該

当

す

る

場

合

な

ど

七

つ

の

区

分

に

応

じ

て

所

定

の

番

号

を

記

載

す

る

と

と

も

に

、

一

部

の

も

の

に

該

当

す

る

と

き

は

、

そ

れ

ぞ

れ

の

経

済

的

利

益

の

価

額

を

「

摘

要

」

の

欄

に

記

載

す

る

こ

と

と

さ

れ

た

。

７

年

度

税

制

改

正

の

解

説

に

よ

る

と

、

退

職

時

に

行

使

す

る

こ

と

を

前

提

と

し

た

ス

ト

ッ

ク

オ

プ

シ

ョ

ン

を

含

め

株

式

報

酬

制

度

を

導

入

す

る

企

業

が

増

え

て

い

る

な

ど

退

職

手

当

等

の

種

類

の

多

様

化

に

対

応

し

た

も

の

と

な

る

。

（２）税　の　し　る　べ令和７年（２０２５年） 月 日 　



　

今

後

の

事

業

承

継

税

制

や

後

継

者

支

援

等

の

あ

り

方

を

議

論

す

る

「

中

小

企

業

の

親

族

内

承

継

に

関

す

る

検

討

会

」

の

会

合

（

６

月

�

日

号

２

面

参

照

）

で

は

、

親

族

内

承

継

に

関

す

る

現

状

分

析

等

の

た

め

、

事

業

承

継

税

制

の

活

用

状

況

に

か

か

る

各

種

資

料

が

公

表

さ

れ

て

い

る

。

こ

の

中

で

、

事

業

承

継

税

制

を

活

用

し

た

企

業

に

お

け

る

売

上

規

模

別

割

合

が

示

さ

れ

て

お

り

、

贈

与

税

の

納

税

猶

予

、

相

続

税

の

納

税

猶

予

と

も

に

売

上

高

１

億

円

未

満

の

企

業

で

は

事

業

承

継

税

制

の

活

用

が

少

な

く

、

同

１

億

円

以

上

か

ら

活

用

が

急

激

に

伸

び

る

こ

と

が

明

ら

か

な

っ

た

。

　

国

土

交

通

省

は

�

日

、

リ

フ

ォ

ー

ム

支

援

制

度

の

特

設

サ

イ

ト

を

開

設

し

た

。

住

宅

に

対

し

て

一

定

の

リ

フ

ォ

ー

ム

を

行

う

場

合

に

活

用

で

き

る

支

援

制

度

と

な

る

リ

フ

ォ

ー

ム

促

進

税

制

な

ど

の

概

要

、

活

用

事

例

、

適

用

ま

で

の

流

れ

な

ど

が

掲

載

さ

れ

て

い

る

。

減

税

制

度

の

適

用

の

可

否

や

減

税

額

の

シ

ミ

ュ

レ

ー

シ

ョ

ン

も

可

能

と

な

っ

て

お

り

、

①

減

税

適

用

を

受

け

る

者

、

②

住

宅

、

③

工

事

内

容

、

④

工

事

金

額

を

入

力

す

る

こ

と

で

、

減

税

額

の

目

安

を

調

べ

る

こ

と

が

で

き

る

。

　

国

税

庁

は

こ

の

ほ

ど

、

各

種

オ

ン

ラ

イ

ン

手

続

の

簡

易

マ

ニ

ュ

ア

ル

を

公

表

し

た

。

原

則

、

ス

マ

ー

ト

フ

ォ

ン

用

の

マ

ニ

ュ

ア

ル

と

な

っ

て

お

り

、

同

庁

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

に

掲

載

さ

れ

て

い

る

の

は

以

下

の

と

お

り

。

【

共

通

】

　

▽

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

利

用

開

始

マ

ニ

ュ

ア

ル

【

納

税

証

明

書

の

請

求

】

　

▽

納

税

証

明

書

請

求

マ

ニ

ュ

ア

ル

（

Ｐ

Ｄ

Ｆ

発

行

）

　

▽

納

税

証

明

書

請

求

マ

ニ

ュ

ア

ル

（

窓

口

受

取

）

【

キ

ャ

ッ

シ

ュ

レ

ス

納

付

の

利

用

】

　

▽

振

替

依

頼

書

オ

ン

ラ

イ

ン

提

出

マ

ニ

ュ

ア

ル

　

▽

ダ

イ

レ

ク

ト

納

付

利

用

届

出

書

オ

ン

ラ

イ

ン

提

出

マ

ニ

ュ

ア

ル

　

▽

イ

ン

タ

ー

ネ

ッ

ト

バ

ン

キ

ン

グ

で

の

納

付

マ

ニ

ュ

ア

ル

　

▽

ク

レ

ジ

ッ

ト

カ

ー

ド

納

付

マ

ニ

ュ

ア

ル

　

▽

ス

マ

ホ

ア

プ

リ

納

付

マ

ニ

ュ

ア

ル

　

▽

徴

収

高

計

算

書

提

出

・

納

付

マ

ニ

ュ

ア

ル

【

申

告

書

等

情

報

の

閲

覧

】

　

▽

メ

ッ

セ

ー

ジ

ボ

ッ

ク

ス

か

ら

の

Ｐ

Ｄ

Ｆ

出

力

マ

ニ

ュ

ア

ル

　

▽

申

告

書

等

情

報

取

得

サ

ー

ビ

ス

利

用

マ

ニ

ュ

ア

ル

　

検

討

会

で

公

表

さ

れ

た

事

業

承

継

税

制

の

活

用

企

業

に

お

け

る

売

上

規

模

別

割

合

（

贈

与

税

の

納

税

猶

予

に

係

る

も

の

）

は

図

の

と

お

り

。

法

人

版

事

業

承

継

税

制

特

例

措

置

の

活

用

事

業

者

（

令

和

７

年

２

月

末

時

点

で

認

定

中

の

も

の

）

の

う

ち

、

第

一

種

（

先

代

経

営

者

か

ら

の

承

継

）

の

み

を

個

者

ベ

ー

ス

で

中

小

企

業

庁

が

集

計

し

た

。

　

売

上

高

１

億

円

未

満

の

企

業

に

よ

る

活

用

は

５

％

以

下

に

と

ど

ま

り

、

同

�

億

円

以

上

も

１

割

未

満

で

、

同

１

億

円

以

上

�

億

円

未

満

が

大

半

だ

っ

た

。

同

１

億

円

未

満

の

企

業

に

よ

る

活

用

が

少

な

い

点

に

つ

い

て

、

中

企

庁

は

相

続

税

の

基

礎

控

除

（

３

０

０

０

万

円

～

）

等

の

存

在

に

よ

り

、

事

業

承

継

税

制

を

活

用

せ

ず

と

も

、

株

価

が

小

さ

け

れ

ば

納

税

額

が

発

生

し

な

い

領

域

が

存

在

す

る

た

め

と

分

析

し

て

い

る

。

相

続

税

の

納

税

猶

予

に

係

る

売

上

規

模

別

の

活

用

割

合

も

公

表

さ

れ

て

い

る

が

、

贈

与

税

と

ほ

ぼ

同

様

の

傾

向

に

な

っ

て

い

る

。

　

ま

た

、

都

道

府

県

別

の

特

例

措

置

の

活

用

状

況

と

し

て

中

小

企

業

１

万

社

当

た

り

の

特

例

承

継

計

画

提

出

件

数

の

都

道

府

県

別

比

較

（

東

京

を

１

０

０

と

し

て

比

較

）

も

示

さ

れ

て

お

り

、

愛

知

が

１

４

０

程

度

で

最

も

高

く

、

宮

崎

、

石

川

、

鹿

児

島

、

富

山

が

こ

れ

に

続

く

（

１

０

０

を

超

え

た

の

は

５

県

の

み

）

。

　

一

方

、

秋

田

、

山

形

、

茨

城

、

千

葉

、

鳥

取

、

福

岡

、

長

崎

、

沖

縄

は

数

値

が

�

を

切

っ

て

お

り

活

用

割

合

が

低

く

、

最

も

低

か

っ

た

沖

縄

は

�

未

満

だ

っ

た

。

地

域

差

に

つ

い

て

は

、

特

に

分

析

は

な

さ

れ

て

い

な

い

が

、

都

道

府

県

に

よ

っ

て

活

用

状

況

に

大

き

な

違

い

が

あ

り

、

今

後

の

活

用

促

進

に

向

け

た

手

が

か

り

が

潜

ん

で

い

る

可

能

性

も

あ

る

。

　

国

税

庁

は

こ

の

ほ

ど

、

「

移

転

価

格

税

制

の

適

用

に

係

る

簡

素

化

・

合

理

化

ア

プ

ロ

ー

チ

に

関

す

る

Ｆ

Ａ

Ｑ

」

を

公

表

し

た

。

　

Ｏ

Ｅ

Ｃ

Ｄ

お

よ

び

Ｇ

�

「

Ｂ

Ｅ

Ｐ

Ｓ

包

摂

的

枠

組

み

」

に

お

い

て

、

経

済

の

デ

ジ

タ

ル

化

・

グ

ロ

ー

バ

ル

化

に

伴

う

課

税

上

の

課

題

に

関

し

て

議

論

が

行

わ

れ

て

い

る

が

、

移

転

価

格

税

制

の

適

用

に

係

る

「

簡

素

化

・

合

理

化

ア

プ

ロ

ー

チ

」

は

そ

の

解

決

策

の

一

つ

。

基

礎

的

マ

ー

ケ

テ

ィ

ン

グ

・

販

売

活

動

を

行

う

販

売

会

社

の

国

外

関

連

取

引

の

う

ち

一

定

の

基

準

を

満

た

し

た

取

引

に

対

し

、

移

転

価

格

税

制

の

適

用

の

簡

素

化

・

合

理

化

を

図

る

も

の

で

、

具

体

的

に

は

、

定

量

的

基

準

を

用

い

る

こ

と

に

よ

り

、

法

人

の

国

外

関

連

取

引

の

中

か

ら

対

象

と

な

る

取

引

を

特

定

し

、

あ

ら

か

じ

め

定

め

ら

れ

た

利

益

率

の

適

用

表

を

用

い

る

こ

と

に

よ

り

、

独

立

企

業

間

価

格

を

算

定

す

る

。

　

簡

素

化

・

合

理

化

ア

プ

ロ

ー

チ

を

実

施

し

た

国

・

地

域

は

、

７

年

１

月

１

日

以

後

に

開

始

す

る

事

業

年

度

か

ら

、

対

象

と

な

る

取

引

に

対

し

て

簡

素

化

・

合

理

化

ア

プ

ロ

ー

チ

を

適

用

で

き

る

が

、

日

本

は

当

面

の

間

、

簡

素

化

・

合

理

化

ア

プ

ロ

ー

チ

を

実

施

し

な

い

と

し

て

い

る

。

　

し

か

し

、

日

本

法

人

の

国

外

関

連

子

会

社

等

が

所

在

す

る

進

出

先

国

・

地

域

で

、

簡

素

化

・

合

理

化

ア

プ

ロ

ー

チ

が

実

施

さ

れ

る

可

能

性

が

あ

る

こ

と

か

ら

、

今

回

、

簡

素

化

・

合

理

化

ア

プ

ロ

ー

チ

に

関

す

る

日

本

の

税

務

上

の

取

扱

い

に

つ

い

て

ま

と

め

た

Ｆ

Ａ

Ｑ

を

作

成

し

た

。

　

Ｆ

Ａ

Ｑ

で

は

、

簡

素

化

・

合

理

化

ア

プ

ロ

ー

チ

の

概

要

（

問

１

）

の

ほ

か

、

「

当

社

の

国

外

関

連

者

（

子

会

社

等

）

が

所

在

す

る

進

出

先

国

・

地

域

に

お

い

て

簡

素

化

・

合

理

化

ア

プ

ロ

ー

チ

を

適

用

し

て

独

立

企

業

間

価

格

を

算

定

し

た

取

引

に

つ

い

て

は

、

日

本

で

も

簡

素

化

・

合

理

化

ア

プ

ロ

ー

チ

を

適

用

し

て

独

立

企

業

間

価

格

を

算

定

す

る

こ

と

は

で

き

る

か

」

（

問

２

独

立

企

業

間

価

格

の

算

定

）

、

「

簡

素

化

・

合

理

化

ア

プ

ロ

ー

チ

を

実

施

し

た

国

・

地

域

に

所

在

す

る

当

社

の

国

外

関

連

者

（

子

会

社

等

）

と

の

間

で

行

っ

た

国

外

関

連

取

引

に

つ

い

て

、

簡

素

化

・

合

理

化

ア

プ

ロ

ー

チ

の

適

用

結

果

を

独

立

企

業

間

価

格

と

す

る

事

前

確

認

の

申

出

は

可

能

か

」

（

問

３

事

前

確

認

の

申

出

の

可

否

）

、

「

当

社

の

国

外

関

連

者

（

子

会

社

等

）

が

所

在

す

る

進

出

先

国

・

地

域

に

お

い

て

、

簡

素

化

・

合

理

化

ア

プ

ロ

ー

チ

を

適

用

し

た

課

税

が

行

わ

れ

た

こ

と

等

に

よ

り

二

重

課

税

が

生

じ

た

場

合

、

相

互

協

議

の

申

立

て

を

行

う

こ

と

は

可

能

か

」

（

問

４

進

出

先

国

・

地

域

に

お

け

る

簡

素

化

・

合

理

化

ア

プ

ロ

ー

チ

を

適

用

し

た

課

税

等

に

よ

り

二

重

課

税

が

生

じ

た

場

合

の

手

続

き

）

、

「

当

社

の

国

外

関

連

者

（

子

会

社

等

）

が

所

在

す

る

進

出

先

国

・

地

域

に

お

い

て

簡

素

化

・

合

理

化

ア

プ

ロ

ー

チ

を

適

用

し

て

作

成

さ

れ

た

移

転

価

格

文

書

は

、

日

本

に

お

い

て

独

立

企

業

間

価

格

を

算

定

し

た

移

転

価

格

文

書

と

し

て

認

め

ら

れ

る

か

」

（

問

５

移

転

価

格

文

書

の

作

成

）

の

計

５

問

の

質

疑

応

答

が

掲

載

さ

れ

て

い

る

。

　

例

え

ば

、

問

２

の

「

独

立

企

業

間

価

格

の

算

定

」

で

は

、

日

本

は

簡

素

化

・

合

理

化

ア

プ

ロ

ー

チ

を

実

施

し

て

い

な

い

こ

と

か

ら

、

国

外

関

連

者

が

所

在

す

る

進

出

先

国

・

地

域

に

お

け

る

簡

素

化

・

合

理

化

ア

プ

ロ

ー

チ

の

適

用

状

況

に

か

か

わ

ら

ず

、

従

来

の

独

立

企

業

間

価

格

の

算

定

方

法

を

用

い

て

独

立

企

業

間

価

格

を

算

定

す

る

必

要

が

あ

る

と

し

て

い

る

。

（３） 税　の　し　る　べ 令和７年（２０２５年） 月 日　



　

日

本

公

認

会

計

士

協

会

（

茂

木

哲

也

会

長

）

は

�

日

、

関

係

者

を

招

き

、

都

内

の

帝

国

ホ

テ

ル

で

総

会

を

開

い

た

。

　

同

協

会

で

は

第

�

事

業

年

度

事

業

計

画

の

経

営

方

針

と

し

て

、

①

拡

が

る

業

務

を

通

じ

た

社

会

課

題

の

解

決

へ

の

貢

献

、

②

情

報

開

示

エ

コ

シ

ス

テ

ム

を

担

う

多

様

な

人

材

の

確

保

・

育

成

な

ど

を

掲

げ

た

。

　

①

で

は

、

サ

ス

テ

ナ

ビ

リ

テ

ィ

情

報

を

含

む

企

業

情

報

開

示

お

よ

び

保

証

に

お

け

る

リ

ー

ダ

ー

シ

ッ

プ

を

発

揮

す

る

こ

と

を

重

点

施

策

と

し

、

サ

ス

テ

ナ

ビ

リ

テ

ィ

情

報

の

信

頼

性

の

確

保

へ

の

対

応

、

高

品

質

か

つ

信

頼

あ

る

企

業

情

報

開

示

に

関

す

る

検

討

と

対

外

的

な

意

見

を

発

信

す

る

こ

と

と

し

て

い

る

。

②

で

は

、

監

査

業

務

の

魅

力

向

上

お

よ

び

公

認

会

計

士

ブ

ラ

ン

ド

の

浸

透

を

重

点

施

策

と

し

、

監

査

業

務

の

魅

力

お

よ

び

社

会

的

重

要

性

の

更

な

る

訴

求

、

公

認

会

計

士

ブ

ラ

ン

ド

の

浸

透

を

目

指

す

。

　

新

会

長

の

選

任

も

行

わ

れ

、

新

会

長

に

は

南

成

人

氏

が

就

任

し

た

。

南

氏

は

総

会

後

の

会

見

で

、

「

若

い

人

た

ち

が

誇

り

を

も

っ

て

監

査

業

務

に

従

事

で

き

る

よ

う

し

て

い

き

た

い

。

様

々

な

方

の

意

見

を

聞

き

な

が

ら

会

務

を

運

営

し

て

い

く

」

な

ど

と

抱

負

を

語

っ

た

＝

写

真

。

療養給付費補助金の補助率の内訳（令和４年度所得調査）

医師国保

歯科医師

国　保

薬剤師

国　保

一般業種

国　保

建設関係

国　保

�％ � ８ ２ ４

�％ １ ２

�％ ３ ２ １

�％ ６ ４

�％ ６ ２ １

�％ ３ １ １

�％ １

�％ ２

�％ ４

�％

�％ � �

業種別の国保組合の数（令和７年３月末時点）

組合数 � � � � �

被保険者数 �万人 �万人 ３万人 �万人 １２９万人

　

財

務

省

が

６

月

に

公

表

し

た

、

令

和

７

年

度

予

算

執

行

調

査

の

結

果

（

６

月

分

）

で

は

、

国

民

健

康

保

険

組

合

（

国

保

組

合

）

へ

の

国

庫

補

助

に

つ

い

て

、

今

後

の

改

善

点

や

検

討

の

方

向

性

が

示

さ

れ

て

い

る

。

具

体

的

に

は

、

定

率

補

助

に

お

い

て

、

平

均

所

得

２

４

０

万

円

以

上

の

組

合

に

お

け

る

補

助

率

（

�

％

）

に

つ

い

て

、

区

分

を

細

分

化

す

る

な

ど

、

所

得

状

況

に

応

じ

た

き

め

細

か

な

設

定

と

す

べ

き

と

し

た

。

ま

た

、

平

均

所

得

の

計

算

で

用

い

て

い

る

上

限

１

２

０

０

万

円

の

撤

廃

も

含

め

、

公

平

性

の

観

点

か

ら

、

所

得

水

準

の

判

定

方

法

に

つ

い

て

も

見

直

し

を

検

討

す

べ

き

と

し

た

。

な

お

、

国

保

組

合

に

は

、

一

般

業

種

国

保

と

し

て

、

関

東

信

越

税

理

士

国

民

健

康

保

険

組

合

と

近

畿

税

理

士

国

民

健

康

保

険

組

合

が

あ

る

。

　

国

税

庁

は

�

日

、

「

電

子

納

税

等

の

利

用

制

限

に

つ

い

て

」

を

公

表

し

た

。

　

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

と

接

続

し

て

い

る

連

携

先

ネ

ッ

ト

ワ

ー

ク

機

器

の

保

守

作

業

に

伴

い

、

「

電

子

納

税

の

一

部

の

方

式

」

及

び

「

納

税

証

明

書

の

手

数

料

等

の

電

子

納

付

」

に

つ

い

て

利

用

制

限

時

間

が

設

け

ら

れ

る

。

　

利

用

で

き

な

い

日

時

は

、

「

情

報

リ

ン

ク

方

式

を

利

用

し

た

イ

ン

タ

ー

ネ

ッ

ト

バ

ン

キ

ン

グ

に

よ

る

電

子

納

税

」

が

８

月

２

日

７

時

�

分

か

ら

�

時

ま

で

。

他

方

、

「

納

税

証

明

書

の

手

数

料

等

の

電

子

納

付

」

は

８

月

２

日

８

時

�

分

か

ら

�

時

ま

で

と

な

っ

て

い

る

。

　

な

お

、

情

報

リ

ン

ク

方

式

と

は

、

「

受

信

通

知

」

や

「

納

付

区

分

番

号

通

知

」

か

ら

収

納

機

関

番

号

や

利

用

者

識

別

番

号

な

ど

を

入

力

す

る

こ

と

な

く

、

金

融

機

関

の

イ

ン

タ

ー

ネ

ッ

ト

バ

ン

キ

ン

グ

の

税

金

・

各

種

料

金

払

込

み

に

リ

ン

ク

し

て

納

付

す

る

方

式

の

こ

と

を

い

う

。

　

情

報

リ

ン

ク

方

式

以

外

の

方

式

は

、

金

融

機

関

の

イ

ン

タ

ー

ネ

ッ

ト

バ

ン

キ

ン

グ

に

ロ

グ

イ

ン

し

て

、

収

納

機

関

番

号

や

利

用

者

識

別

番

号

な

ど

を

入

力

す

れ

ば

、

前

述

の

利

用

制

限

時

間

帯

に

お

い

て

も

イ

ン

タ

ー

ネ

ッ

ト

バ

ン

キ

ン

グ

の

利

用

が

可

能

だ

。

　

総

務

省

は

�

日

、

８

市

１

町

１

村

か

ら

協

議

の

申

出

が

あ

っ

た

法

定

外

目

的

税

の

新

設

に

同

日

付

で

総

務

相

が

同

意

し

た

と

発

表

し

た

。

同

意

を

受

け

た

の

は

、

旭

川

市

、

帯

広

市

、

函

館

市

、

富

良

野

市

、

音

更

町

、

占

冠

村

（

い

ず

れ

も

北

海

道

）

、

青

森

県

弘

前

市

、

岐

阜

市

、

三

重

県

鳥

羽

市

、

熊

本

市

で

す

べ

て

が

「

宿

泊

税

」

の

新

設

と

な

る

。

　

宿

泊

税

の

税

額

は

、

旭

川

市

、

帯

広

市

、

音

更

町

、

弘

前

市

、

岐

阜

市

、

鳥

羽

市

、

熊

本

市

が

そ

れ

ぞ

れ

１

人

１

泊

に

つ

き

２

０

０

円

、

函

館

市

が

１

人

１

泊

に

つ

き

宿

泊

料

金

２

万

円

未

満

で

１

０

０

円

、

２

万

円

以

上

５

万

円

未

満

で

２

０

０

円

、

５

万

円

以

上

�

万

円

未

満

で

５

０

０

円

、

�

万

円

以

上

で

２

０

０

０

円

、

富

良

野

市

が

１

人

１

泊

に

つ

き

宿

泊

料

金

２

万

円

未

満

で

２

０

０

円

、

２

万

円

以

上

５

万

円

未

満

で

３

０

０

円

、

５

万

円

以

上

で

５

０

０

円

、

占

冠

村

が

１

人

１

泊

に

つ

き

宿

泊

料

金

２

万

円

未

満

で

１

０

０

円

、

２

万

円

以

上

５

万

円

未

満

で

２

０

０

円

、

５

万

円

以

上

で

５

０

０

円

。

　

宿

泊

税

を

新

設

す

る

条

例

の

施

行

予

定

日

は

弘

前

市

が

７

年

�

月

１

日

、

熊

本

市

が

８

年

７

月

１

日

、

そ

れ

以

外

は

８

年

４

月

１

日

と

な

っ

て

い

る

。

　

宿

泊

税

は

現

在

、

３

都

府

県

７

市

２

町

で

施

行

さ

れ

て

い

る

ほ

か

、

今

回

同

意

が

あ

っ

た

自

治

体

以

外

に

未

施

行

な

が

ら

２

県

９

市

１

村

が

す

で

に

総

務

相

の

同

意

を

受

け

て

い

る

。

　

公

的

な

医

療

保

険

に

は

、

会

社

員

な

ど

が

勤

務

先

を

通

じ

て

加

入

す

る

被

用

者

保

険

、

自

営

業

者

な

ど

が

加

入

す

る

国

民

健

康

保

険

、

�

歳

以

上

が

加

入

す

る

後

期

高

齢

者

医

療

制

度

が

あ

る

。

こ

の

う

ち

、

国

民

健

康

保

険

は

、

都

道

府

県

及

び

市

町

村

が

保

険

者

と

な

る

市

町

村

国

保

と

業

種

ご

と

に

組

織

さ

れ

る

国

保

組

合

か

ら

構

成

さ

れ

て

い

る

。

国

保

組

合

で

は

、

被

保

険

者

の

所

得

水

準

な

ど

に

応

じ

て

、

療

養

給

付

費

の

一

部

が

国

か

ら

補

助

さ

れ

て

い

る

。

　

国

保

組

合

に

お

け

る

定

率

補

助

は

、

厚

生

労

働

省

が

定

期

的

に

実

施

す

る

所

得

調

査

の

結

果

に

基

づ

き

補

助

率

が

決

定

さ

れ

、

組

合

の

平

均

所

得

が

２

４

０

万

円

以

上

の

場

合

、

補

助

率

は

一

律

で

�

％

と

な

る

。

そ

の

た

め

、

例

え

ば

、

平

均

所

得

が

２

５

０

万

円

と

７

５

０

万

円

の

組

合

の

よ

う

に

、

所

得

状

況

に

大

き

な

差

異

が

存

在

し

て

も

、

補

助

率

は

同

じ

�

％

と

な

る

。

　

ま

た

、

平

均

所

得

は

計

算

上

、

被

保

険

者

１

人

当

た

り

１

２

０

０

万

円

を

上

限

と

し

て

い

る

。

業

種

ご

と

の

平

均

所

得

は

、

医

師

国

保

が

最

も

高

く

３

９

０

万

円

、

薬

剤

師

国

保

が

２

１

７

万

円

な

ど

と

な

っ

て

い

る

が

、

こ

れ

が

上

限

な

し

の

場

合

、

医

師

国

保

は

８

１

２

万

円

、

薬

剤

師

国

保

は

２

５

９

万

円

と

な

る

。

な

お

、

平

均

所

得

は

、

組

合

員

の

家

族

の

所

得

も

含

め

て

平

均

を

と

っ

た

も

の

と

な

っ

て

い

る

。

　

そ

の

ほ

か

に

は

、

国

保

組

合

の

保

険

料

に

つ

い

て

、

定

額

の

保

険

料

を

設

定

し

て

い

る

組

合

が

多

数

あ

り

、

例

え

ば

、

医

師

国

保

と

東

京

都

の

市

町

村

国

保

を

比

較

し

た

場

合

、

保

険

料

賦

課

額

は

医

師

国

保

が

下

回

る

場

合

が

あ

る

な

ど

と

し

て

、

保

険

料

に

つ

い

て

検

討

を

求

め

て

い

る

。

　

調

査

結

果

で

は

、

療

養

給

付

費

補

助

金

の

補

助

率

の

内

訳

（

表

参

照

）

や

業

種

ご

と

の

所

得

状

況

等

も

示

さ

れ

て

い

る

が

、

税

理

士

国

保

に

関

す

る

数

字

等

は

掲

載

さ

れ

て

い

な

い

。

　

財

務

省

で

は

、

調

査

結

果

に

つ

い

て

、

各

府

省

に

対

し

今

後

の

予

算

編

成

や

予

算

執

行

に

お

い

て

確

実

に

反

映

す

る

よ

う

要

請

し

て

い

る

。

（４）税　の　し　る　べ令和７年（２０２５年） 月 日 　



　今回は、「地方税法の施行に関する取

扱いについて（道府県税関係）」、「地

方税法の施行に関する取扱いについて

（市町村税関係）」について説明します。

前者を県取扱通知、後者を市取扱通知と

呼びます。

　これらの取扱通知は、以前は依命通達

と呼ばれていましたが、平成�年に、「地

方税法の施行に関する取扱いについて

（道府県税関係）」（平成�年４月１日

　総税都第�号）、「地方税法の施行に

関する取扱いについて（市町村税関係）」

（平成�年４月１日　総税市第�号）と

されて今日に至っています。

　通達とは、官公庁においては、上級行

政庁が下級行政庁に対して出す命令や指

示を指す場合が多く、特に「依命通達」

は、行政機関において、上位の機関の命

を受けて、その補助機関が発する通達で

あり、例えば、大臣の命を受けて次官や

局長などが発する通達などが該当しま

す。

　「通知」は、法令や通達の解釈や運用

に関する事項を、各府省から地方公共団

体や関係団体などに対して出される「助

言」的な文書であるという位置付けにな

ります。ですから、現在の取扱通知には、

必ず、「なお、本通知は地方自治法（昭

和�年法律第�号）第２４５条の４（技術

的な助言）に基づくものです。」という

一文が入っています。

　取扱通知は、国税における基本通達の

ような位置付けにある文書です。国税で

は通達とされ、地方税では通知とされて

いますが、内容について特段これに反す

るような事情がない限り、各地方団体は

これに従っているものとしてよろしいと

考えます。もちろん、訴訟とかになりま

すと、通知の位置付けとか厳密な議論が

必要なのでしょうが、都道府県も市区町

村も、通常は、取扱通知に記載された内

容によって、賦課徴収を行っています。

　ところで、税理士先生から寄せられる

疑義で、地方税法に規定がなく、しかし、

課税団体と納税義務者を紐づけている概

念に、「事務所又は事業所」（県取扱通

知１－１－６、市取扱通知１－１－６）

があります。「事務所又は事業所」は、

法律に書くにはあまりに当たり前の言葉

なので、つまり、普通に流布している言

葉ですが、しかし、地方税にとって課税

団体を特定するきわめて重要な概念なの

で、県取扱通及び市取扱通知にその外形

的な内容について詳しく述べられていま

す。「事務所又は事業所」は、「事業所

等」とされたり、また、その取扱いが税

目によって微妙に違ったりします。この

点については、後述します。

　取扱通知には、この「事務所又事業所」

以外にも、実務上、法令上は出てきませ

んが、たびたび参照する記述があります。

例えば、分割基準における従業者の取扱

いについてですが、道府県民税（２－�）、

事業税（３－９の１）、市町村民税（２

―�）についてそれぞれの取扱いに係る

説明があります。

　これらについては、別稿において説明

します。

　

令

和

７

年

度

予

算

は

、

終

盤

は

、

「

千

鳥

足

の

如

く

」

あ

っ

ち

に

行

き

、

こ

っ

ち

に

行

き

な

が

ら

、

よ

う

や

く

成

立

し

た

。

目

玉

で

あ

っ

た

「

１

０

３

万

円

」

問

題

は

、

玉

虫

色

の

よ

う

な

形

で

決

ま

り

、

そ

れ

な

り

の

所

得

税

減

税

が

実

現

す

る

こ

と

に

な

っ

た

。

し

か

し

、

国

家

財

政

は

（

家

計

も

そ

う

で

あ

る

が

）

、

経

費

を

増

や

し

た

り

収

入

（

税

収

）

を

減

ら

し

た

り

し

て

、

い

っ

と

き

、

国

民

を

喜

ば

す

だ

け

で

は

成

り

立

た

ず

、

そ

れ

ら

の

穴

埋

め

を

必

要

と

す

る

こ

と

に

な

る

。

　

そ

の

穴

埋

め

の

候

補

と

し

て

、

早

速

、

俎

上

に

載

っ

て

き

た

の

が

、

退

職

金

課

税

の

強

化

で

あ

る

。

こ

の

問

題

は

、

我

が

国

に

お

い

て

終

身

雇

用

制

度

が

揺

ら

い

で

い

る

と

き

に

、

見

直

す

べ

き

で

あ

る

こ

と

が

し

ば

し

ば

指

摘

さ

れ

て

き

た

。

し

か

し

、

こ

の

問

題

は

、

終

身

雇

用

と

の

関

係

だ

け

で

論

じ

る

べ

き

で

は

な

い

の

で

、

少

し

掘

り

下

げ

て

み

る

。

　

所

得

税

法

は

、

所

得

を

�

種

類

に

区

分

し

て

、

そ

の

種

類

の

性

質

に

応

じ

た

課

税

方

法

を

採

用

し

て

い

る

が

、

「

退

職

所

得

」

は

、

そ

の

一

つ

で

あ

る

。

す

な

わ

ち

、

退

職

所

得

と

は

、

「

退

職

手

当

、

一

時

恩

給

そ

の

他

の

退

職

に

よ

り

一

時

に

受

け

る

給

与

及

び

こ

れ

ら

の

性

質

を

有

す

る

給

与

に

係

る

所

得

」

を

い

う

。

そ

し

て

、

課

税

の

対

象

と

な

る

退

職

所

得

の

金

額

は

、

原

則

と

し

て

、

そ

の

年

中

の

退

職

手

当

等

の

収

入

金

額

か

ら

退

職

所

得

控

除

額

を

控

除

し

た

残

額

の

２

分

の

１

に

相

当

す

る

金

額

で

あ

る

。

　

こ

の

場

合

の

退

職

所

得

控

除

額

は

、

勤

続

年

数

が

�

年

以

下

で

あ

る

場

合

に

は

、

�

万

円

に

当

該

勤

務

年

数

を

乗

じ

て

計

算

し

た

金

額

で

あ

り

、

勤

続

年

数

が

�

年

を

超

え

る

場

合

に

は

、

８

０

０

万

円

と

�

万

円

に

当

該

勤

続

年

数

か

ら

�

年

を

控

除

し

た

年

数

を

乗

じ

て

計

算

し

た

金

額

と

の

合

計

額

で

あ

る

。

　

こ

の

規

定

を

勤

続

�

年

で

３

０

０

０

万

円

の

退

職

金

を

受

給

し

た

場

合

に

適

用

す

る

と

、

算

式

の

よ

う

に

な

る

。

　

そ

し

て

、

４

０

０

万

円

に

対

応

す

る

税

額

は

、

�

万

２

５

０

０

円

と

な

る

。

ま

た

、

退

職

金

が

５

０

０

０

万

円

の

場

合

は

、

税

額

は

３

０

８

万

４

０

０

０

円

と

な

る

。

　

こ

の

よ

う

に

、

退

職

所

得

に

対

す

る

課

税

が

軽

減

さ

れ

て

い

る

理

由

は

、

退

職

金

は

原

則

と

し

て

勤

務

期

間

に

対

応

し

て

支

給

さ

れ

る

も

の

で

あ

る

か

ら

、

前

述

の

例

で

あ

る

と

、

勤

務

期

間

１

年

に

�

万

円

の

給

与

が

加

算

さ

れ

た

も

の

が

一

括

し

て

支

払

わ

れ

る

も

の

と

考

え

ら

れ

、

山

林

所

得

や

譲

渡

所

得

と

同

様

何

ら

か

の

軽

減

措

置

が

必

要

で

あ

る

こ

と

が

挙

げ

ら

れ

、

そ

れ

に

加

え

、

老

後

の

生

活

費

に

充

当

す

る

も

の

で

あ

る

か

ら

担

税

力

が

弱

い

こ

と

が

挙

げ

ら

れ

て

い

る

。

　

し

か

し

な

が

ら

、

給

与

所

得

者

以

外

の

者

か

ら

は

、

こ

の

よ

う

な

退

職

所

得

課

税

は

優

遇

の

し

す

ぎ

で

あ

る

旨

の

批

判

が

あ

り

、

給

与

所

得

者

か

ら

も

、

近

年

の

よ

う

に

雇

用

の

流

動

化

が

進

む

と

、

終

身

雇

用

に

恵

ま

れ

た

一

部

の

人

た

ち

だ

け

が

優

遇

さ

れ

て

い

る

旨

批

判

さ

れ

る

こ

と

も

あ

る

。

し

か

し

、

我

が

国

の

伝

統

的

な

終

身

雇

用

制

度

は

、

勤

務

先

へ

の

愛

着

と

忠

誠

を

尽

く

す

こ

と

に

あ

り

、

生

産

性

の

向

上

や

我

が

国

の

高

度

経

済

成

長

に

貢

献

し

て

き

た

は

ず

で

あ

る

。

　

そ

れ

に

比

べ

、

雇

用

の

流

動

化

は

、

一

見

雇

用

制

度

が

欧

米

に

近

づ

き

、

近

代

化

し

た

か

の

よ

う

に

錯

覚

す

る

向

き

も

あ

る

が

、

内

容

的

に

は

、

若

者

の

安

直

な

職

場

離

れ

を

促

し

、

非

正

規

職

員

を

増

加

さ

せ

、

か

え

っ

て

、

生

産

性

を

後

退

さ

せ

て

い

る

面

も

あ

る

は

ず

で

あ

る

。

よ

っ

て

、

現

行

の

退

職

給

与

課

税

が

不

当

に

優

遇

さ

れ

て

い

る

と

は

、

一

概

に

言

え

な

い

は

ず

で

あ

る

。

　

も

っ

と

も

、

給

与

所

得

と

退

職

所

得

は

、

い

ず

れ

も

雇

用

関

係

か

ら

得

ら

れ

る

と

い

う

共

通

性

が

あ

り

、

両

者

を

厳

格

に

区

分

す

る

こ

と

が

困

難

の

場

合

も

あ

る

。

か

つ

て

、

勤

務

期

間

を

５

年

又

は

�

年

ご

と

に

区

切

っ

て

退

職

金

を

支

払

っ

た

場

合

に

、

最

高

裁

判

所

は

、

雇

用

が

継

続

さ

れ

て

い

る

限

り

給

与

所

得

に

当

た

る

と

判

断

し

て

い

る

（

最

高

裁

昭

和

�

年

９

月

９

日

判

決

、

最

高

裁

昭

和

�

年

�

月

６

日

判

決

）

。

し

か

し

、

団

体

役

員

等

に

対

し

２

～

３

年

の

勤

務

で

も

、

勤

務

期

間

が

終

了

し

た

場

合

に

支

給

さ

れ

る

退

職

金

（

一

応

是

正

措

置

は

あ

る

）

の

退

職

所

得

課

税

と

バ

ラ

ン

ス

が

取

れ

て

い

な

い

よ

う

に

考

え

ら

れ

る

。

　

そ

う

で

あ

れ

ば

、

給

与

所

得

と

退

職

所

得

を

統

合

し

て

雇

用

所

得

と

し

、

就

業

規

則

等

で

勤

務

期

間

を

区

切

っ

て

支

給

さ

れ

る

退

職

金

名

義

の

金

員

に

つ

い

て

は

、

現

行

の

よ

う

な

優

遇

課

税

を

す

る

こ

と

も

考

え

ら

れ

る

は

ず

で

あ

る

。

そ

の

方

が

、

真

の

雇

用

の

流

動

化

に

貢

献

す

る

こ

と

も

考

え

ら

れ

る

。

（５） 税　の　し　る　べ 令和７年（２０２５年） 月 日　



　

相

続

税

・

贈

与

税

に

つ

い

て

民

法

の

基

礎

知

識

か

ら

実

務

的

基

礎

知

識

ま

で

を

体

系

的

に

幅

広

く

網

羅

し

た

相

続

税

実

務

の

必

携

書

。

　

さ

ら

に

、

特

例

制

度

等

が

多

岐

に

渡

る

相

続

税

・

贈

与

税

の

取

扱

い

に

つ

い

て

制

度

概

要

や

具

体

的

な

手

続

ま

で

を

図

表

・

フ

ロ

ー

チ

ャ

ー

ト

を

数

多

く

用

い

て

分

か

り

や

す

く

解

説

。

　

記

載

例

を

新

た

に

見

直

し

、

令

和

７

年

改

正

を

織

り

込

ん

で

改

訂

。

　

相

続

又

は

遺

贈

に

よ

っ

て

取

得

し

た

も

の

と

み

な

さ

れ

る

財

産

な

ど

を

解

説

し

た

「

相

続

税

の

課

税

財

産

」

、

生

命

保

険

金

な

ど

の

明

細

書

（

第

９

表

）

、

相

続

税

が

か

か

る

財

産

の

明

細

書

（

土

地

・

家

屋

等

用

）

（

第

�

表

の

付

表

１

）

、

暦

年

課

税

分

の

贈

与

税

額

控

除

額

の

計

算

書

（

第

４

表

の

２

）

な

ど

を

解

説

し

た

「

相

続

税

の

申

告

書

の

書

き

方

」

、

直

系

尊

属

か

ら

教

育

資

金

の

一

括

贈

与

を

受

け

た

場

合

の

贈

与

税

の

非

課

税

措

置

な

ど

を

解

説

し

た

「

贈

与

税

」

、

そ

の

他

、

「

非

上

場

株

式

等

に

つ

い

て

の

相

続

税

・

贈

与

税

の

納

税

猶

予

及

び

免

除

の

特

例

（

法

人

版

事

業

承

継

税

制

）

」

、

「

医

療

法

人

の

持

分

に

係

る

相

続

税

及

び

贈

与

税

の

納

税

猶

予

等

の

特

例

」

な

ど

全

�

章

で

構

成

。

　

Ｂ

５

判

、

９

５

０

ペ

ー

ジ

。

定

価

３

７

４

０

円

（

税

込

み

）

。

　

申

し

込

み

は

、

（

一

財

）

大

蔵

財

務

協

会

販

売

局

（

℡

�

―

３

８

２

９

―

４

１

４

１

、

�

�

―

３

８

２

９

―

４

０

０

１

）

。

　

失

踪

宣

告

を

受

け

た

事

実

が

な

い

こ

と

な

ど

か

ら

、

所

在

不

明

と

さ

れ

た

者

も

相

続

開

始

日

に

生

存

し

て

い

た

こ

と

が

推

定

さ

れ

る

と

し

た

事

例

。

　

審

査

請

求

人

が

相

続

税

の

申

告

を

し

た

と

こ

ろ

、

原

処

分

庁

が

特

定

贈

与

者

で

あ

る

被

相

続

人

よ

り

も

先

に

死

亡

し

た

被

相

続

人

の

長

女

（

相

続

時

精

算

課

税

適

用

者

）

の

相

続

人

で

あ

る

長

女

の

配

偶

者

が

相

続

時

精

算

課

税

の

適

用

に

伴

う

権

利

義

務

を

承

継

す

る

に

も

か

か

わ

ら

ず

、

長

女

が

相

続

時

精

算

課

税

の

適

用

を

受

け

た

贈

与

で

取

得

し

た

財

産

の

価

額

が

相

続

税

の

課

税

価

格

の

合

計

額

に

算

入

さ

れ

て

い

な

い

と

し

て

更

正

処

分

を

し

た

。

こ

れ

に

対

し

、

請

求

人

が

長

女

の

配

偶

者

は

所

在

不

明

で

、

原

処

分

庁

は

長

女

の

配

偶

者

が

長

女

の

相

続

人

で

あ

る

こ

と

を

立

証

し

て

い

な

い

か

ら

、

長

女

が

有

し

て

い

た

相

続

時

精

算

課

税

の

適

用

に

伴

う

権

利

義

務

を

長

女

の

配

偶

者

は

承

継

し

な

い

と

し

て

処

分

の

取

消

し

を

求

め

て

い

た

事

案

で

、

国

税

不

服

審

判

所

は

長

女

の

配

偶

者

が

失

踪

宣

告

を

受

け

た

事

実

が

な

い

こ

と

か

ら

、

相

続

開

始

日

に

生

存

し

て

い

た

と

推

定

さ

れ

る

な

ど

と

し

て

処

分

を

適

法

と

判

断

し

た

（

令

和

６

年

�

月

７

日

付

、

公

表

裁

決

）

。

基

礎

事

実

　

本

件

被

相

続

人

は

令

和

２

年

５

月

に

死

亡

し

、

同

人

に

係

る

相

続

（

本

件

相

続

）

が

開

始

し

た

。

本

件

相

続

に

係

る

相

続

人

は

本

件

被

相

続

人

の

養

親

で

あ

る

請

求

人

の

み

で

あ

る

。

　

本

件

被

相

続

人

は

平

成

�

年

１

月

、

そ

の

長

女

に

自

身

が

所

有

す

る

土

地

お

よ

び

土

地

の

上

に

存

す

る

家

屋

の

各

２

分

の

１

の

持

分

を

贈

与

し

た

（

本

件

贈

与

財

産

と

い

う

）

。

長

女

は

本

件

贈

与

財

産

に

つ

い

て

特

定

贈

与

者

を

本

件

被

相

続

人

と

し

、

相

続

時

精

算

課

税

を

適

用

す

る

平

成

�

年

分

の

贈

与

税

の

申

告

を

し

た

。

　

長

女

は

平

成

�

年

８

月

ご

ろ

に

死

亡

し

、

同

人

に

係

る

相

続

（

長

女

相

続

）

が

開

始

し

た

。

長

女

は

平

成

４

年

５

月

に

Ａ

と

婚

姻

し

て

同

居

を

始

め

た

。

令

和

２

年

６

月

�

日

付

の

長

女

に

係

る

除

籍

謄

本

の

身

分

事

項

欄

に

は

Ａ

と

の

婚

姻

に

関

す

る

記

載

は

あ

る

が

、

そ

の

他

に

Ａ

に

関

す

る

記

載

は

な

い

。

　

長

女

は

平

成

�

年

７

月

に

住

所

を

移

し

、

そ

の

後

、

死

亡

す

る

ま

で

移

転

先

の

県

内

で

住

民

登

録

を

し

て

い

た

。

一

方

、

Ａ

は

日

本

に

居

住

し

て

い

た

事

実

は

確

認

で

き

ず

、

消

息

不

明

だ

っ

た

。

長

女

の

出

生

か

ら

死

亡

に

至

る

ま

で

の

除

籍

謄

本

に

は

長

女

の

子

に

関

す

る

記

載

は

な

い

。

　

本

件

被

相

続

人

の

配

偶

者

で

あ

り

長

女

の

実

父

で

あ

る

Ｂ

は

昭

和

�

年

�

月

に

死

亡

し

た

。

長

女

の

養

親

で

も

あ

る

請

求

人

は

長

女

相

続

に

係

る

相

続

放

棄

の

申

述

を

行

い

、

同

申

述

は

令

和

元

年

８

月

に

家

庭

裁

判

所

に

受

理

さ

れ

た

。

　

本

件

被

相

続

人

は

家

庭

裁

判

所

に

Ａ

を

不

在

者

と

す

る

不

在

者

の

財

産

管

理

人

選

任

の

申

立

て

を

し

、

家

庭

裁

判

所

は

２

年

３

月

、

本

件

不

在

者

財

産

管

理

人

を

選

任

す

る

審

判

を

し

た

。

　

本

件

不

在

者

財

産

管

理

人

は

２

年

３

月

�

日

に

家

庭

裁

判

所

か

ら

権

限

外

行

為

許

可

を

受

け

て

、

同

月

�

日

付

で

本

件

被

相

続

人

と

長

女

相

続

に

つ

い

て

、

要

旨

以

下

の

内

容

の

遺

産

分

割

協

議

を

し

た

。

　

①

相

続

財

産

中

、

相

続

財

産

目

録

に

記

載

の

土

地

、

建

物

、

株

式

、

預

貯

金

お

よ

び

外

貨

預

金

に

つ

い

て

は

、

本

件

被

相

続

人

が

相

続

す

る

。

　

②

本

件

被

相

続

人

は

、

①

の

遺

産

を

取

得

し

た

代

償

と

し

て

、

将

来

、

不

在

者

で

あ

る

Ａ

が

出

現

し

、

Ａ

か

ら

請

求

が

あ

っ

た

場

合

に

は

Ａ

に

対

し

て

代

償

金

を

支

払

う

。

　

請

求

人

は

、

本

件

相

続

に

係

る

相

続

税

に

つ

い

て

法

定

申

告

期

限

ま

で

に

申

告

を

し

た

。

そ

の

後

、

原

処

分

庁

の

調

査

を

受

け

、

相

続

財

産

の

申

告

漏

れ

が

あ

っ

た

な

ど

と

し

て

５

年

６

月

に

修

正

申

告

を

し

た

。

　

原

処

分

庁

は

、

Ａ

が

相

続

時

精

算

課

税

適

用

者

で

あ

る

長

女

の

相

続

人

と

し

て

相

続

時

精

算

課

税

の

適

用

に

伴

う

権

利

義

務

を

承

継

す

る

に

も

か

か

わ

ら

ず

、

修

正

申

告

で

贈

与

税

の

申

告

に

係

る

本

件

贈

与

財

産

の

価

額

が

請

求

人

の

納

付

す

べ

き

相

続

税

額

の

計

算

の

基

礎

と

な

る

全

て

の

相

続

人

に

係

る

課

税

価

格

の

合

計

額

に

算

入

さ

れ

て

い

な

か

っ

た

と

し

て

５

年

６

月

�

日

付

で

更

正

処

分

を

し

た

。

　

請

求

人

は

再

調

査

決

定

を

経

た

後

、

更

正

処

分

に

不

服

が

あ

る

と

し

て

審

査

請

求

を

し

た

。

　

主

な

争

点

は

Ａ

が

相

続

時

精

算

課

税

適

用

者

で

あ

る

長

女

の

相

続

人

と

し

て

相

続

時

精

算

課

税

の

適

用

に

伴

う

権

利

義

務

を

承

継

し

、

本

件

贈

与

財

産

の

価

額

は

本

件

相

続

税

の

課

税

価

格

に

加

算

さ

れ

る

か

否

か

。

審

判

所

の

判

断

　

請

求

人

は

、

相

続

税

法

第

�

条

の

９

《

相

続

時

精

算

課

税

の

選

択

》

に

規

定

す

る

特

定

贈

与

者

で

あ

る

本

件

被

相

続

人

よ

り

先

に

死

亡

し

た

長

女

の

配

偶

者

に

つ

い

て

、

①

生

存

し

、

長

女

の

相

続

人

で

あ

る

こ

と

を

原

処

分

庁

は

立

証

し

て

お

ら

ず

、

②

不

在

者

財

産

管

理

人

の

選

任

に

係

る

審

判

を

し

た

家

庭

裁

判

所

は

、

長

女

の

配

偶

者

が

生

存

し

て

い

る

事

実

を

証

明

し

た

わ

け

で

は

な

く

、

真

に

相

続

人

で

あ

る

こ

と

を

判

断

し

て

い

る

わ

け

で

は

な

い

か

ら

、

長

女

が

有

し

て

い

た

相

続

時

精

算

課

税

の

適

用

に

伴

う

権

利

義

務

を

長

女

の

配

偶

者

は

承

継

せ

ず

、

相

続

時

精

算

課

税

の

適

用

財

産

（

本

件

贈

与

財

産

）

の

価

額

は

本

件

被

相

続

人

の

相

続

に

係

る

相

続

税

の

課

税

価

格

に

加

算

さ

れ

な

い

旨

主

張

す

る

。

　

し

か

し

、

民

法

が

不

在

者

の

生

存

を

推

定

し

て

そ

の

者

の

財

産

管

理

制

度

を

用

意

し

、

他

方

で

生

死

不

明

者

を

死

亡

し

た

も

の

と

確

定

す

る

失

踪

宣

告

制

度

を

用

意

し

て

い

る

こ

と

に

鑑

み

る

と

、

失

踪

宣

告

が

な

さ

れ

な

い

限

り

生

存

が

推

定

さ

れ

る

と

解

す

る

の

が

相

当

で

あ

り

、

長

女

の

配

偶

者

が

失

踪

宣

告

を

受

け

た

事

実

は

な

い

こ

と

か

ら

す

る

と

、

同

人

が

長

女

お

よ

び

本

件

被

相

続

人

の

相

続

開

始

日

に

生

存

し

て

い

た

こ

と

が

推

定

さ

れ

、

ま

た

、

長

女

の

除

籍

謄

本

に

は

離

婚

の

事

実

の

記

載

が

な

い

こ

と

か

ら

、

長

女

の

配

偶

者

は

長

女

の

相

続

開

始

日

に

同

人

の

相

続

人

で

あ

っ

た

と

い

え

る

。

　

し

た

が

っ

て

、

長

女

の

配

偶

者

は

、

長

女

の

有

し

て

い

た

相

続

時

精

算

課

税

の

適

用

に

伴

う

権

利

義

務

を

承

継

し

、

本

件

贈

与

財

産

の

価

額

は

本

件

被

相

続

人

に

係

る

相

続

税

の

課

税

価

格

に

加

算

さ

れ

る

こ

と

と

な

る

。

（６）税　の　し　る　べ令和７年（２０２５年） 月 日 　



◆はじめに

　おひとりさまやおふたりさま（配偶

者はいるが子どもがいないご夫婦）の

相続では、思わぬ苦労が生じることが

あります。多くの場合、高齢の兄弟姉

妹（またはその子である甥・姪。以下

単に「兄弟姉妹」と言います。）が相

続人となり、その数が多くなる傾向が

あります。遺言書がない場合、相続人

全員で遺産分割協議を行う必要があ

り、葬儀、役所の手続き、気持ちの整

理と並行して行う相続手続きは、残さ

れたご家族にとって大きな負担となり

ます。今回、このような事態を未然に

防ぐために有効な「遺言書」の作り方

についてご紹介します。

◆具体事例

　ある奥様が相続手続きの相談に来ら

れました。長年、子どもを持たず、ご主

人と二人で仲睦まじく暮らしてこられ

ましたが、突然の病でご主人が急逝。そ

の奥様は、「子どもがいないので、財産

は私のもの。手続きも簡単なはず。」と

話されていましたが、相続関係を調査

すると、法定相続人として兄弟姉妹が

�名いることが判明しました。遺言書

がなかったため、全員に連絡を取り、遺

産分割協議をする必要がありました。

ご主人のお兄様以外は連絡先も分から

ず、手続きを終えるまで、相当な時間と

労力を要し、奥様も、慣れない手続き

に、大きな負担を感じておられました。

◆遺言書があれば…

　この事例で、ご主人が「すべての財

産を妻に相続させる」という遺言書を

残していれば、奥様は他の相続人に連

絡を取る必要なく、スムーズに手続き

を進めることができました。兄弟姉妹

には「遺留分」（法定相続人が最低限

もらえる財産の割合）がないため、遺

言によって財産の行き先を自由に指定

することができました。また、この事

例に限らず、連絡のつかない相続人が

いたりするなど、手続きが長期化して

しまうことも珍しくありません。おひ

とりさまやおふたりさまにとって、遺

言書を作成することは、残されたご家

族の負担を軽くする有効な対策です。

◆遺言書の作り方

　遺言書には主に二つの作成方法があ

ります。一つは「公正証書遺言」。公

証役場で、公証人の確認を受けながら

作成するもので、遺言書の原本は公証

役場で保管されます。そのため、内容

が不明確になりにくく、紛失や偽造の

心配もありません。相続開始後に行う

家庭裁判所での検認という手続きも不

要です。ただし、公証人との面談が必

要であり、費用もかかります。もう一

つは「自筆証書遺言」。全文、日付、

署名を自筆で書き、押印をすることで

作成できます。手軽で費用を抑えるこ

とができますが、形式不備で無効にな

るリスクや、紛失・偽造のリスクもあ

ります。また、内容が不正確で手続き

に利用できないことがあります。また、

家庭裁判所での検認が必要です。確実

な手続きを望む場合は、公正証書遺言

をおすすめします。

◆最後に

　おひとりさまやおふたりさまの相続

では、疎遠な親族とのやり取りが必要

になることもあり、手続きが円滑に進

まないことが少なくありません。遺言

書で、こうしたトラブルを防ぎ、大切

な人に財産をきちんと渡すことができ

ます。また、特定の人・団体に財産を

残したい、気がかりな相続人がいると

いった場合にも、その想いを、遺言書

で伝えることができます。元気な今こ

そ、遺言書の作成を検討してみてはい

かがでしょうか。

　

音

楽

に

関

連

す

る

映

画

と

言

え

ば

、

皆

さ

ん

は

何

を

思

い

浮

か

べ

ま

す

か

。

今

回

は

、

私

の

ベ

ス

ト

３

作

品

を

お

届

け

し

ま

す

。

　

３

位

『

ボ

ヘ

ミ

ア

ン

・

ラ

プ

ソ

デ

ィ

』

２

０

１

８

年

�

月

公

開

　

世

界

的

人

気

ロ

ッ

ク

バ

ン

ド

「

ク

イ

ー

ン

」

の

ボ

ー

カ

ル

で

１

９

９

１

年

に

�

歳

の

若

さ

で

こ

の

世

を

去

っ

た

フ

レ

デ

ィ

・

マ

ー

キ

ュ

リ

ー

を

描

い

た

伝

記

ド

ラ

マ

。

フ

レ

デ

ィ

を

熱

演

し

た

ラ

ミ

・

マ

レ

ッ

ク

は

、

第

�

回

ア

カ

デ

ミ

ー

賞

主

演

男

優

賞

を

受

賞

し

ま

し

た

が

、

表

情

や

佇

ま

い

が

絶

妙

の

バ

ラ

ン

ス

で

本

物

の

フ

レ

デ

ィ

が

存

在

す

る

よ

う

な

演

技

力

に

脱

帽

で

し

た

。

　

後

に

、

彼

は

『

０

０

７

ノ

ー

・

タ

イ

ム

・

ト

ゥ

・

ダ

イ

』

で

ボ

ン

ド

の

敵

役

を

好

演

し

て

い

ま

す

。

　

　

２

位

『

名

も

な

き

者

』

２

０

２

５

年

２

月

公

開

　

２

０

１

６

年

に

歌

手

と

し

て

初

め

て

ノ

ー

ベ

ル

賞

を

受

賞

し

た

ボ

ブ

・

デ

ィ

ラ

ン

の

若

か

り

し

日

々

を

描

い

た

伝

記

ド

ラ

マ

。

今

や

、

人

気

の

ム

ー

ビ

ー

ス

タ

ー

と

な

っ

た

テ

ィ

モ

シ

ー

・

シ

ャ

ラ

メ

が

ボ

ブ

・

デ

ィ

ラ

ン

を

演

じ

て

い

ま

す

が

、

演

奏

シ

ー

ン

の

完

成

度

が

素

晴

ら

し

い

驚

愕

の

出

来

映

え

で

し

た

。

そ

れ

も

そ

の

は

ず

、

テ

ィ

モ

シ

ー

は

５

年

か

け

て

デ

ィ

ラ

ン

の

楽

曲

に

取

り

組

み

�

曲

を

演

奏

で

き

る

よ

う

に

仕

上

げ

た

う

え

で

、

ラ

イ

ブ

演

奏

で

収

録

し

て

い

ま

し

た

。

彼

の

本

気

と

役

者

魂

を

感

じ

さ

せ

る

名

作

で

す

。

　

　

１

位

『

イ

エ

ス

タ

デ

イ

』

　

２

０

１

９

年

�

月

公

開

　

ザ

・

ビ

ー

ト

ル

ズ

の

名

曲

の

数

々

に

乗

せ

て

描

く

コ

メ

デ

ィ

ド

ラ

マ

。

イ

ギ

リ

ス

の

小

さ

な

海

辺

の

町

で

暮

ら

す

シ

ン

ガ

ー

ソ

ン

グ

ラ

イ

タ

ー

の

ジ

ャ

ッ

ク

（

ヒ

メ

ー

シ

ュ

・

パ

テ

ル

）

は

、

幼

な

じ

み

の

親

友

エ

リ

ー

（

リ

リ

ー

・

ジ

ェ

ー

ム

ズ

）

か

ら

応

援

さ

れ

て

い

る

も

の

の

全

く

売

れ

ず

、

音

楽

で

有

名

に

な

る

夢

を

諦

め

か

け

て

い

ま

し

た

。

そ

ん

な

あ

る

日

、

世

界

規

模

の

瞬

間

的

な

停

電

が

発

生

し

、

ジ

ャ

ッ

ク

は

交

通

事

故

で

昏

睡

状

態

に

陥

っ

て

し

ま

い

ま

す

。

目

を

覚

ま

す

と

そ

こ

は

、

史

上

も

っ

と

も

有

名

な

は

ず

の

バ

ン

ド

「

ザ

・

ビ

ー

ト

ル

ズ

」

が

存

在

し

な

い

世

界

。

そ

し

て

、

彼

ら

の

名

曲

を

覚

え

て

い

る

の

は

、

世

界

で

た

だ

ひ

と

り

、

ジ

ャ

ッ

ク

だ

け

に

な

っ

て

い

た

の

で

し

た

…

…

。

　

作

品

の

コ

ン

セ

プ

ト

も

ス

ト

ー

リ

ー

も

展

開

も

キ

ャ

ス

テ

ィ

ン

グ

も

、

そ

し

て

重

要

な

楽

曲

の

構

成

も

見

事

な

作

品

で

し

た

。

コ

ン

サ

ー

ト

シ

ー

ン

の

臨

場

感

と

ダ

イ

ナ

ミ

ッ

ク

な

演

出

も

素

晴

ら

し

い

。

Ｈ

Ｅ

Ｌ

Ｐ

に

は

胸

が

高

鳴

り

ま

し

た

。

　

音

楽

を

題

材

と

す

る

映

画

の

お

手

本

の

よ

う

な

作

品

で

す

が

、

リ

リ

ー

・

ジ

ェ

ー

ム

ズ

の

キ

ュ

ー

ト

な

演

技

に

も

魅

了

さ

れ

ま

す

。

ス

ト

ー

リ

ー

の

起

承

転

結

が

見

事

で

、

素

晴

ら

し

い

エ

ン

デ

ィ

ン

グ

が

サ

イ

コ

ー

で

し

た

。

（７） 税　の　し　る　べ 令和７年（２０２５年） 月 日　



　取引先等からの返済が滞った場合、法人税や消費

税の負担を考えると、その対応措置としては適用範

囲や効果が限定的な貸倒引当金の計上よりは貸倒損

失等の計上の可否が重要になってくるものと考えま

す。そこで、本セミナーでは、貸倒損失及び債権譲

渡の税務上の取扱いについて、最新の参考法令等や

判決例及び各種資料等を交えて解説します。

日　時　��年９月�日（水）�：�～�：�

※研修時間：３時間

受講方法　オンライン型（ライブ配信・アーカイブ配

信での受講）

アーカイブ配信は、９月�日（水）に収録

したものを、後日録画配信コンテンツでご

視聴できるものです。

配信期間：９月�日（木）９：�～�月２

日（木）�：�

講　師　税理士・中村慈美（なかむら・よしみ）氏

国税庁課税部審理室係長、国税庁課税部審

理室プロジェクトチーフを経て、平成�年

税理士登録。一橋大学法科大学院非常勤講

師、公益社団法人日本租税研究協会法人税

研究会（通達等検討分科会）専門家委員、

文京学院大学大学院特任教授等を務める。

受講料　１名につき�５，０００円（税込・レジュメ代

を含む）

※「税のしるべ」購読者の方は、割引価格

１２，０００円（税込）となります。

テキスト　レジュメ

申込方法　大蔵財務協会ウェブサイトの申込

フォームよりお申込みください。

開催日の１か月前になりました

ら、請求書等をお送りいたします。

　

東

京

都

内

の

商

業

高

校

の

校

長

が

集

ま

る

都

立

専

門

高

等

学

校

長

連

絡

会

（

商

業

）

が

１

日

、

東

京

都

新

宿

区

の

公

益

財

団

法

人

全

国

商

業

高

等

学

校

協

会

で

開

催

さ

れ

、

立

川

税

務

署

の

星

雅

也

税

務

広

報

広

聴

官

に

よ

る

租

税

教

室

の

開

催

勧

奨

、

「

税

に

関

す

る

高

校

生

の

作

文

」

募

集

等

の

説

明

と

併

せ

て

、

同

署

の

山

田

幸

子

特

別

記

帳

指

導

官

が

一

般

社

団

法

人

東

京

青

色

申

告

会

連

合

会

主

催

「

税

に

関

す

る

動

画

グ

ラ

ン

プ

リ

」

の

募

集

に

つ

い

て

説

明

を

行

っ

た

＝

写

真

。

「

税

に

関

す

る

動

画

グ

ラ

ン

プ

リ

」

は

、

都

内

に

在

住

ま

た

は

在

学

の

高

校

生

、

大

学

生

、

専

門

学

校

生

を

対

象

に

、

若

者

の

視

点

で

「

税

」

を

と

ら

え

た

動

画

作

品

を

募

集

す

る

目

的

で

今

年

か

ら

開

催

さ

れ

る

。

　

動

画

グ

ラ

ン

プ

リ

は

、

東

京

国

税

局

及

び

東

京

都

主

税

局

が

後

援

し

て

お

り

、

グ

ラ

ン

プ

リ

を

受

賞

し

た

動

画

作

品

は

、

都

内

各

所

の

デ

ジ

タ

ル

サ

イ

ネ

ー

ジ

で

放

映

予

定

だ

。

　

九

州

北

部

税

理

士

会

（

丸

山

二

也

会

長

）

は

６

月

�

日

、

福

岡

市

で

開

催

し

た

定

期

総

会

の

席

上

に

お

い

て

、

ボ

ラ

ン

テ

ィ

ア

活

動

を

行

っ

て

い

る

福

岡

県

内

の

団

体

に

対

し

て

助

成

金

�

万

円

を

贈

呈

し

た

。

　

管

内

（

北

部

九

州

３

県

内

）

で

さ

ま

ざ

ま

な

形

で

地

域

社

会

に

貢

献

し

て

い

る

団

体

の

支

援

を

目

的

に

毎

年

、

実

施

し

て

い

る

も

の

。

　

今

年

は

「

我

が

子

の

不

登

校

」

と

い

う

共

通

の

悩

み

を

抱

え

る

親

た

ち

に

語

り

あ

い

の

場

を

提

供

し

な

が

ら

、

子

ど

も

の

可

能

性

を

信

じ

て

見

守

っ

て

い

く

こ

と

を

目

的

に

活

動

し

て

い

る

大

牟

田

市

の

不

登

校

・

ひ

き

こ

も

り

家

族

の

会

「

ふ

き

の

と

う

」

が

選

ば

れ

た

。

　

丸

山

会

長

か

ら

代

表

の

中

西

朋

美

さ

ん

に

目

録

が

手

渡

さ

れ

＝

写

真

、

中

西

代

表

は

お

礼

と

と

も

に

活

動

内

容

を

紹

介

し

た

。

　

札

幌

西

間

税

会

（

福

島

勝

男

会

長

）

は

こ

の

ほ

ど

、

ホ

テ

ル

マ

イ

ス

テ

イ

ズ

プ

レ

ミ

ア

札

幌

パ

ー

ク

で

「

合

同

研

修

例

会

」

を

開

催

し

た

。

　

当

日

は

、

札

幌

国

税

局

よ

り

本

村

創

鑑

定

官

室

長

、

札

幌

西

税

務

署

よ

り

署

長

、

副

署

長

、

統

括

官

ら

の

来

賓

が

あ

り

、

同

間

税

会

の

参

加

者

、

演

奏

者

の

総

勢

�

人

に

て

盛

大

に

開

催

さ

れ

た

。

　

第

１

部

の

研

修

会

で

は

「

ア

メ

リ

カ

ン

ウ

ィ

ス

キ

ー

基

礎

知

識

＆

飲

み

比

べ

」

と

い

う

テ

ー

マ

で

講

師

の

本

村

室

長

か

ら

ア

メ

リ

カ

ン

ウ

ィ

ス

キ

ー

に

つ

い

て

の

様

々

な

話

が

あ

り

、

ア

メ

リ

カ

ン

ウ

ィ

ス

キ

ー

へ

の

理

解

が

深

ま

っ

た

と

こ

ろ

で

、

５

種

類

の

ア

メ

リ

カ

ン

ウ

ィ

ス

キ

ー

の

テ

イ

ス

テ

ィ

ン

グ

を

行

っ

た

＝

写

真

。

　

第

２

部

の

懇

親

会

で

は

演

奏

者

３

人

の

ソ

プ

ラ

ノ

・

フ

ル

ー

ト

・

ピ

ア

ノ

に

よ

る

「

ク

ラ

ジ

ュ

ア

ル

ス

プ

リ

ン

グ

ラ

イ

ヴ

」

の

後

、

テ

イ

ス

テ

ィ

ン

グ

の

正

解

発

表

が

行

わ

れ

、

木

村

室

長

の

講

義

の

お

か

げ

で

全

問

正

解

者

が

一

人

、

３

問

正

解

者

が

十

数

人

と

好

成

績

を

収

め

、

複

数

正

解

者

に

は

テ

イ

ス

テ

ィ

ン

グ

し

た

ウ

ィ

ス

キ

ー

を

含

む

プ

レ

ゼ

ン

ト

が

あ

り

、

盛

況

の

中

、

閉

会

と

な

っ

た

。

　

今

年

も

来

賓

５

人

を

含

む

、

た

く

さ

ん

の

会

員

ら

が

参

加

し

、

ア

メ

リ

カ

ン

ウ

ィ

ス

キ

ー

の

知

識

を

深

め

る

と

と

も

に

参

加

者

の

交

流

の

機

会

も

あ

り

、

非

常

に

意

義

の

あ

る

研

修

例

会

と

な

っ

た

。

　

埼

玉

・

大

宮

優

法

会

（

木

下

信

次

会

長

）

は

こ

の

ほ

ど

、

税

務

大

学

校

関

東

信

越

研

修

所

で

、

令

和

７

年

度

上

期

研

修

会

を

開

催

し

た

。

　

研

修

会

の

講

師

は

、

昨

年

ま

で

同

研

修

所

の

所

長

を

務

め

て

い

た

大

宮

税

務

署

の

小

宮

英

一

署

長

が

務

め

た

＝

写

真

。

　

小

宮

署

長

は

、

こ

れ

ま

で

の

相

続

税

お

よ

び

贈

与

税

の

税

制

改

正

に

触

れ

、

今

ま

で

の

暦

年

課

税

の

基

礎

控

除

と

は

別

に

、

相

続

時

精

算

課

税

に

係

る

基

礎

控

除

（

１

１

０

万

円

）

が

創

設

さ

れ

た

こ

と

、

相

続

税

の

課

税

価

格

に

加

算

す

る

暦

年

課

税

に

よ

る

生

前

贈

与

の

加

算

対

象

期

限

が

相

続

開

始

前

３

年

以

内

か

ら

７

年

以

内

に

延

長

さ

れ

た

こ

と

な

ど

に

つ

い

て

説

明

、

参

加

者

か

ら

の

質

疑

応

答

で

も

詳

し

く

解

説

し

た

。

　

ま

た

、

同

研

修

所

に

隣

接

す

る

税

務

大

学

校

租

税

史

料

室

で

は

、

日

本

の

税

の

あ

ゆ

み

に

つ

い

て

、

専

門

の

ス

タ

ッ

フ

か

ら

江

戸

時

代

か

ら

現

代

ま

で

の

税

の

歴

史

や

制

度

、

税

務

署

の

創

設

な

ど

の

説

明

を

受

け

た

。

　

北

海

道

・

釧

路

市

内

の

金

融

機

関

な

ど

で

組

織

す

る

釧

路

金

融

協

会

は

こ

の

ほ

ど

、

四

半

期

に

一

度

開

催

す

る

「

例

会

」

で

、

金

融

機

関

向

け

キ

ャ

ッ

シ

ュ

レ

ス

納

付

説

明

会

を

実

施

し

た

＝

写

真

。

　

説

明

会

で

は

、

札

幌

国

税

局

の

管

理

運

営

課

長

、

釧

路

税

務

署

の

署

長

か

ら

「

国

税

を

含

む

国

庫

金

の

現

状

」

、

「

現

金

で

の

納

付

に

係

る

コ

ス

ト

」

、

「

キ

ャ

ッ

シ

ュ

レ

ス

化

の

意

義

」

な

ど

の

説

明

が

あ

っ

た

。

　

市

内

の

金

融

機

関

が

一

堂

に

会

す

「

例

会

」

で

行

っ

た

キ

ャ

ッ

シ

ュ

レ

ス

納

付

説

明

会

は

、

納

付

に

関

わ

る

多

様

な

関

係

者

が

そ

の

利

便

性

を

認

識

す

る

貴

重

な

機

会

と

な

っ

た

。

（８）税　の　し　る　べ令和７年（２０２５年） 月 日

年ぎめ本体価格７，６３６円（税込価格８，４００円）

月ぎめ本体価格　６３６円（税込価格　７００円）
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